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1 目的 

1960年代から 2010年代にかけての政治参加文化の変容を、構造的に把握することを目的とする。 

 

2 方法 

 報告者は 1960年代の学生運動・市民運動の歴史的調査、および 2011年以降の反原発抗議活動の社

会調査を行なってきた。本報告では、これらの研究蓄積を活用して、二つの時期における政治参加文

化の相違と、それらの政治参加文化が依拠していた社会構造の相違を把握する。さらに、これらの中

間に位置する 1970年代から 2000年代までの政治参加研究の先行研究を参照しつつ、その変動過程を

仮説的に提示する。 

 

3 結果   

 抗議活動への参加形態は、①個人として情報を得て参加する個別参加、②身近な人間関係を通じて

参加する紐帯参加、がある。さらに、抗議活動への参加そのものが、新たな紐帯を作る効果がある。 

 単純化していえば、地域団体や職場団体などの紐帯に基づく参加は、時代が下るごとに低下する。

他の先進国においては、1970 年代以降の経済危機と高学歴化に伴う個人参加の増大が、それを相殺

しつつ新たな社会運動を生み出し、それが新たな紐帯を作り出してきた。しかし日本においては、

1970 年代以降の経済危機がなかなったことを背景として、社会的に疎外された位置にあった高学歴

主婦などを除けば、若年高学歴層の政治参加が進まなかった。その結果、新たな紐帯も作り出されな

かったのである 

 しかし 2000 年代の経済停滞と、2011 年の原発事故を契機として、抗議活動が台頭した。東京にお

いてこれを担ったのは、文化イベントなど政治以外の社会活動を通じて、動員のノウハウと紐帯を築

いてきた高学歴層だった。その動員を補強したのが、インターネットを通じた個人参加の増大、およ

びＳＮＳによる紐帯の再活性化とブリッジングであった。すなわち、かつての抗議活動の紐帯を持つ

中高年層、文化活動の紐帯を持つ若年層などが、ＳＮＳを通じて自分たちの紐帯を再活性化した。そ

れと同時に、紐帯どうしが情報を共有するブリッジング効果も発生したのである。 

 

4 結論 

 結論として、2011 年以降の東京では、政治参加文化の構造転換が発生した。しかしこれは、他の

先進諸国の状態に近づいたとも考えられ、日本の 1970年代から 90年代が特別だったともいえる。 
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